
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複合電流で駆動される複合型回転電機における複数のロータの回転周波数にそれぞれ同期
した電流成分を複合した複合電流を、インバータを用いて供給する複合電流供給装置にお
いて、
前記複数のロータのうち一番目のロータの回転周波数に同期した電流成分の周波数をｆ１

、二番目のロータの回転周波数に同期した電流成分の周波数をｆ２ 、同様にｋ番目（ｋ≧
２）のロータの回転周波数に同期した電流成分の周波数をｆｋ とした場合に、前記ｋ個の
電流成分の和を実現するための基本複合電圧信号の他に、下記（数１）式で示される不要
周波数成分Ｆ１、Ｆ２を相殺させる電圧信号を少なくとも一つ以上重畳させたＰＷＭ電圧
信号を、前記インバータを制御する電圧信号としたことを特徴とする複合電流供給装置。
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｍ、ｎ、ｒ、ｐ、ｑ、ｓは正数
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ｆｃはキャリア周波数
【請求項２】
前記（数１）式で示される不要周波数成分のうち、複合電流で駆動される複合型回転電機
における複数のロータの回転周波数の何れよりも低い周波数を選択し、それを相殺させる
電圧信号を前記基本複合電圧信号に重畳することを特徴とする請求項１に記載の複合電流
供給装置。
【請求項３】
インバータから複合型回転電機に供給される複合電流を検出する複合電流検出手段と、
前記複合電流検出手段により検出された電流から、前記（数１）式で示される不要周波数
成分の電流振幅と電流位相角を検出して不要周波数成分の電流を検出する不要周波数成分
検出手段と、
前記不要周波数成分検出手段で検出した不要周波数成分をゼロにするような電圧信号を生
成する電圧生成手段と、
を備え、前記電圧生成手段で生成した電圧信号を前記基本複合電圧信号に重畳することを
特徴とする請求項１または請求項２に記載の複合電流供給装置。
【請求項４】
前記不要周波数成分検出手段における不要周波数成分の電流振幅および電流位相角の検出
は、前記複合電流検出手段によって検出された電流に基づいて下記（数２）式、（数３）
式の演算を前記（数１）式で示される周波数成分について実行し、（数２）式または（数
３）式のいずれか一方の平均値がゼロとなるように不要周波数成分の電流位相角をフィー
ドバックすることにより、不要周波数成分の電流振幅および電流位相角を求めるものであ
り、この不要周波数成分の値をゼロにするような電圧信号を生成し、それを前記基本複合
電圧信号に重畳することを特徴とする請求項３に記載の複合電流供給装置。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｆｎ＝｜ｆ１ －ｆ２ ｜
φｎは位相角
ｔは時間
【請求項５】
前記不要周波数成分検出手段における不要周波数成分の電流振幅および電流位相角の検出
は、前記複合電流検出手段により検出された電流からバンドパスフィルタを用いて前記（
数１）式で示される周波数成分を検出するものであり、この不要周波数成分の値をゼロに
するような電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重畳することを特徴とする
請求項３に記載の複合電流供給装置。
【請求項６】
前記複合電流検出手段により検出された複合電流を、検波手段を用いて正側および負側に
分離し、前記複合電流の正側および負側の振幅を演算し、これらの差分をゼロにするよう
な電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重畳することを特徴とする請求項３
に記載の複合電流供給装置。
【請求項７】
前記複合電流検出手段により検出された複合電流の極性を判定し、電流の極性が正値の場
合は正の所定値を加算分とし、負値の場合は負の所定値を加算分とし、電流が０の場合は
加算分を０とする電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重畳することを特徴
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とする請求項３に記載の複合電流供給装置。
【請求項８】
前記不要周波数成分の検出演算と、それに基づく電圧信号の生成演算と、前記基本複合電
圧信号の演算とにおける演算周期を、相互に異なる周期としたことを特徴とする請求項１
乃至請求項７の何れかに記載の複合電流供給装置。
【請求項９】
前記不要周波数成分の検出演算およびそれに基づく電圧信号の生成演算の演算周期が前記
基本複合電圧信号の演算における演算周期よりも低速であることを特徴とする請求項１乃
至請求項８の何れかに記載の複合電流供給装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は複合電流供給装置に関し、例えば複合電流で駆動される複数のロータを有する
複合型回転電機に複合電流を供給する装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
複合型回転電機としては、例えば特開平１１－２７５８２６号公報に記載された装置があ
る。この回転電機は、中空円筒状のステータの内側と外側に所定のギャップをおいて中空
円筒状の外側ロータと内側ロータとが配置された構造になっている。そして外側ロータ軸
と内側ロータ軸は同一軸上に並ぶように配置され、外側ロータと内側ロータは同軸上でそ
れぞれ独立に回転出来るようになっている。そして上記ステータに設けたコイルに流す複
合電流を前記ロータの数と同数の回転磁場が発生するように制御することにより、２個の
ロータを独立に制御することが出来る。なお、上記の説明では、ロータが２個の場合を例
示したが３個以上でもよい。
上記のような複合型回転電機を駆動する場合には、各ロータの回転位相角に同期した電流
を複合した複合電流をステータコイルに供給する複合電流供給装置が必要である。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
従来の複合電流供給装置においては、上記のごとき複合電流をインバータから供給するよ
うになっていた。そのためインバータ入出力特性の非線形性（電流に対してデッドバンド
）に起因する低次調波が現れてしまう。そして複合型回転電機のステータコイルは殆どイ
ンダクタンス負荷であり、低周波についてはインダクタンスのインピーダンスが大幅に低
下するので、微少な電圧でも大きな電流が通電されてしまい、その結果としてモータの発
生トルクに脈動が生じてしまうという問題があった。さらに不要周波数の検出、電圧指令
値の演算負荷は重いため、通常モータよりも演算負荷の重い制御ＪＯＢにアドオンする事
が非常に難しい、と言う問題もあった。
【０００４】
本発明は、上記のごとき従来技術の問題を解決するためになされたものであり、複合電流
に含まれる不要周波数成分を除去することの出来る複合電流供給装置を提供することを目
的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するため、本発明においては特許請求の範囲に記載するように構成して
いる。すなわち、請求項１に記載の発明においては、複合電流で駆動される複合型回転電
機における複数のロータの回転周波数にそれぞれ同期した電流成分を複合した複合電流を
、インバータを用いて供給する複合電流供給装置において、複数のロータの回転周波数に
同期した電流成分の和を実現するための基本複合電圧信号の他に、（数１）式で示される
不要周波数成分Ｆ１、Ｆ２を相殺させる電圧信号を少なくとも一つ以上重畳させることに
より、不要周波数成分を除去するように構成している。
【０００６】
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また、請求項２においては、（数１）式で示される不要周波数成分のうち、複合電流で駆
動される複合型回転電機における複数のロータの回転周波数の何れよりも低い周波数を選
択し、それを相殺させる電圧信号を前記基本複合電圧信号に重畳するように構成したもの
である。
【０００７】
また、請求項３においては、不要周波数成分を検出して除去する構成の内容に関するもの
であり、インバータから複合型回転電機に供給される複合電流を検出する複合電流検出手
段と、前記複合電流検出手段により検出された電流から、前記（数１）式で示される不要
周波数成分の電流振幅と電流位相角を検出して不要周波数成分の電流を検出する不要周波
数成分検出手段と、前記不要周波数成分検出手段で検出した不要周波数成分をゼロにする
ような電圧信号を生成する電圧生成手段とを備え、前記電圧生成手段で生成した電圧信号
を前記基本複合電圧信号に重畳するように構成している。
【０００８】
また、請求項４から請求項７は、請求項３の具体例であり、請求項４は、前記不要周波数
成分検出手段における不要周波数成分の電流振幅および電流位相角の検出は、前記複合電
流検出手段によって検出された電流に基づいて（数２）式、（数３）式の演算を前記（数
１）式で示される周波数成分について実行し、（数２）式または（数３）式のいずれか一
方の平均値がゼロとなるように不要周波数成分の電流位相角をフィーバックすることによ
り、不要周波数成分の電流振幅および電流位相角を求めるものであり、この不要周波数成
分の値をゼロにするような電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重畳する構
成であり、請求項５は、前記不要周波数成分検出手段における不要周波数成分の電流振幅
および電流位相角の検出は、前記複合電流検出手段により検出された電流からバンドパス
フィルタを用いて前記（数１）式で示される周波数成分を検出するものであり、この不要
周波数成分の値をゼロにするような電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重
畳する構成であり、請求項６は、前記複合電流検出手段により検出された複合電流を、検
波手段を用いて正側および負側に分離し、前記複合電流の正側および負側の振幅を演算し
、これらの差分をゼロにするような電圧信号を生成し、それを前記基本複合電圧信号に重
畳する構成であり、請求項７は、前記複合電流検出手段により検出された複合電流の極性
を判定し、電流の極性が正値の場合は正の所定値を加算分とし、負値の場合は負の所定値
を加算分とし、電流が０の場合は加算分を０とする電圧信号を生成し、それを前記基本複
合電圧信号に重畳する構成である。
【０００９】
また、請求項８は、前記不要周波数成分の検出演算と、それに基づく電圧信号の生成演算
と、前記基本複合電圧信号の演算とにおける演算周期を、相互に異なる周期としたもので
ある。
また、請求項９は、前記不要周波数成分の検出演算およびそれに基づく電圧信号の生成演
算の演算周期を前記基本複合電圧信号の演算における演算周期よりも低速にしたものであ
る。
【００１０】
【発明の効果】
請求項１の発明においては、不要周波数成分を相殺する電圧信号を加算するだけで、キャ
リア周波数を上げたり、主回路の変更を行うことなく、不要周波数成分を除去することが
できる。
請求項２においては、インダクタンス特性のために特に複合型回転電機の動作に悪影響を
及ぼす低周波数成分を除去できる。そして従来のように低周波数のみのために駆動電圧を
大きく上げるという必要がなくなる。
請求項３～請求項７においては、不要周波数成分を容易に検出し、これを除去することが
出来る。
また、請求項８においては、基本複合電圧信号の演算部の演算負荷を増加させないように
することが出来る。
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また、請求項９においては、不要周波数成分の検出演算およびそれに基づく電圧信号の生
成演算の演算周期を基本複合電圧信号の演算における演算周期よりも低速にすることによ
り、演算の負荷の増加が少ないので、従来のＪＯＢおよびＣＰＵでも問題なく処理できる
、等の効果が得られる。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、この発明を図面に基づいて説明する。
図１は、この発明の第１の実施例を示すブロック図である。なお、以下の説明は、全てロ
ータが２個の複合型回転電機を用いた場合を例として説明するが、３個以上でも同様に適
用することが出来る。
まず構成を説明すると、コントローラ１は後述する各種信号を入力してインバータ２の各
相を開閉制御する制御信号ａ～ｆ（６相の場合）を出力する。ゲート駆動回路５は上記の
制御信号ａ～ｆからそれぞれ正相信号（ａ、ｂ、…、ｆ）とその反転信号（ａ’、ｂ’、
…、ｆ’）を生成して出力する。
【００１２】
インバータ２は、直流電源１１、直流リンクコンデンサ１２、直流電圧検出手段１３およ
び各相にそれぞれ２個のスイッチング回路１４から構成される。各スイッチング回路はト
ランジスタとダイオードの並列回路で構成される。各相において、２個のスイッチング回
路が直列に接続され、一方のゲート端子にはゲート駆動回路５の正相信号（ａ、ｂ、…、
ｆ）が与えられ、他方のゲート端子には反転信号（ａ’、ｂ’、…、ｆ’）が与えられる
。したがって２個のスイッチング回路の一方がオンのときは他方はオフになり、直流電源
１１の＋側に近いスイッチング回路がオンになった相に電流が流れることになる。なお、
図１においては一例として６相のインバータを示している。また、直流電圧検出手段１３
は直流電源１１の端子電圧を検出し、それをコントローラ１へ送る。
【００１３】
複合型回転電機３は、外側ロータ１５、ステータ１６、内側ロータ１７を備えている。ス
テータ１６には外側ロータ１５と内側ロータ１７のそれぞれの磁極に対応するコイルが設
けられており、インバータ２から各ロータの回転周波数に同期した電流成分を複合した複
合電流を流すことにより、各ロータを独立に制御することが出来る。なお、図１において
はステータ１６が外側ロータ１５と内側ロータ１７の中間に位置する構造を例示したが、
ステータ１６が最外側もしくは最内側にあってもよい。また、ロータが２個の場合を例示
したが、３個以上であってもよい。要するに複合型回転電機３としては、複数のロータの
回転周波数にそれぞれ同期した電流成分を複合した複合電流を用いて駆動する形式の回転
電機であればよい。
【００１４】
複合電流検出手段４は、通常の電流検出器が各相毎に設けられた構成を有し、インバータ
２から複合型回転電機３へ流れる電流（複合電流）を各相毎に検出し、それをコントロー
ラ１へ送る。
【００１５】
外側ロータ位相角検出手段６と内側ロータ位相角検出手段７は、外側ロータ１５と内側ロ
ータ１７の位相角（回転角）を検出し、それをコントローラ１へ送る。外側ロータ位相角
検出手段６と内側ロータ位相角検出手段７としては、例えば各ロータの所定角度毎に設け
られたスリットや磁極と、固定位置に設けられた検出器とからなる、いわゆるエンコーダ
を用いることが出来る。
【００１６】
以下、コントローラ１について詳細に説明する。
図１に示したコントローラ１は、例えばコンピュータで構成され、目標複合電圧発生部２
０、不要周波数演算部２１、低次調波発生部２２、低次調波電圧指令パターン部２３、電
圧重畳部２４、三角波発生部２５、制御信号発生部２６からなる。
目標複合電圧発生部２０は従来の装置と同様であり、外部からの電圧指令信号、直流電圧
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検出手段１３からの直流電源１１の端子電圧信号、複合電流検出手段４からの各相の電流
信号、および外側ロータ位相角検出手段６と内側ロータ位相角検出手段７からの各ロータ
の位相角信号を入力し、複合型回転電機３を駆動する複合電流を供給するための目標複合
電圧を各相毎に発生する。従来は上記の目標複合電圧と三角波発生部２５からの三角波信
号（キャリア信号）とを制御信号発生部２６で比較することにより、各相の制御信号ａ～
ｆを生成している。
【００１７】
不要周波数演算部２１（詳細後述）は、複合電流検出手段４からの各相の電流信号、およ
び外側ロータ位相角検出手段６と内側ロータ位相角検出手段７からの各ロータの位相角信
号を入力し、各相毎に不要周波数の電流位相角と電流振幅を求める。なお、通常は不要周
波数成分のうち、ロータ回転周波数よりも低い低次調波成分のみを求めればよい。
低次調波発生部２２は、不要周波数演算部２１から送られた電流位相角と電流振幅に対応
する不要周波数成分を合算（不要周波数成分が複数存在する場合）して除去すべき電流成
分信号を発生する。
【００１８】
なお、不要周波数成分のうち、ロータ回転周波数よりも高い高次調波成分については、ス
テータコイルのインピーダンスが大きくなるので、殆ど電流が流れず、影響が小さい。し
かし、ロータ回転周波数よりも低い低次調波成分については、ステータコイルのインピー
ダンスが小さくなるので、大きな電流が流れ、影響が大きくなる。例えば外側ロータ１６
の回転周波数が５０Ｈｚで、内側ロータの回転周波数が４５Ｈｚの場合には、５Ｈｚの低
次調波が発生する。したがって、この場合には低次調波のみを合算すればよい。つまり、
不要周波数成分のうち、複合電流で駆動される複合型回転電機における複数のロータの回
転周波数の何れよりも低い周波数を選択すればよい。
【００１９】
低次調波電圧指令パターン部２３は、上記の低次調波電流を相殺させる電圧信号を生成す
る。つまり、上記の低次調波電流の逆の電流を流す電圧を生成すればよい。
電圧重畳部２４では、前記目標複合電圧発生部２０から与えられる基本の目標複合電圧に
上記低次調波電圧指令パターン部２３から与えられる低次調波電流を相殺させる電圧信号
を重畳して全体の電圧信号を生成する。
【００２０】
三角波発生部２５は、電圧信号をＰＷＭ信号（パルス幅変調信号）に変換するためのキャ
リア信号となる三角波信号を出力する。
制御信号発生部２６は、比較器であり、電圧重畳部２４からの電圧信号と三角波発生部２
５からの三角波信号とを比較することにより、ＰＷＭ信号を出力する。なお、上記の各種
演算は、全て各相（図１では６相）毎に行われ、制御信号発生部２６からは６相のＰＷＭ
信号（ａ～ｆ）が出力される。
【００２１】
次に、不要周波数演算部２１の詳細について説明する。
複合電圧パターンによる不要周波数の周波数スペクトルは予め予想できる。つまり、外側
ロータ１５と内側ロータ１７におけるそれぞれの周波数をｆ１ 、ｆ２ とすれば、不要周波
数Ｆ１、Ｆ２は下記（数４）式で示される。
　
　
　
　
　
ただし、ｍ、ｎ、ｐ、ｑは正数
ｆｃはキャリア周波数。
【００２２】
なお、上記（数４）式は、ロータ数が２個の場合を示すが、一般にロータ数がｋ個（ｋ≧
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２）の場合には、下記（数１）式に示すようになる。
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｍ、ｎ、ｒ、ｐ、ｑ、ｓは正数
ｆｃはキャリア周波数。
【００２３】
以下、（数４）式に示したロータ数が２個の場合について説明する。
前記のように不要周波数が高次調波の場合には影響が小さいので、影響が大きい低次調波
のみを選択する。すなわち、（数４）式の組み合わせの中でｆ１ 、ｆ２ より小さな成分に
着目して周波数を選ぶことが可能である。この演算のフローチャートを図３に示す。
【００２４】
図３において、ｉとｊを変数とすれば、ステップＳ１では、順次ｉをインクリメントする
。ステップＳ２では、ｉの値が予め定めた数ｍａｘＩ以上か否かを判断し、ｍａｘＩに達
した場合には終了とする。ステップＳ２でＮＯの場合には、ステップＳ３で、順次ｊをイ
ンクリメントする。ステップＳ４では、ｊの値が予め定めた数ｍａｘＪ以上か否かを判断
し、ｍａｘＪに達しない場合にはステップＳ１に戻る。これにより、ステップＳ５とＳ６
の演算を、ｉ＝０～ｍａｘＩ、ｊ＝０～ｍａｘＪの範囲で行わせる。ステップＳ５では、
前記（数４）式と同様の演算を行って不要周波数を検出し、ステップＳ６では、検出され
た不要周波数Ｆ１、Ｆ２のうちで、ｆ１ 、ｆ２ 以下の周波数が存在した場合に、それを不
要周波数の低次調波として保存する。
【００２５】
次に、下記（数２）式、（数３）式の演算を行う。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｆｎ＝｜ｆ１ －ｆ２ ｜
φｎは位相角
ｔは時間
上記の演算は、前記の保存した不要周波数の低次調波に、外側ロータ位相角検出手段６と
内側ロータ位相角検出手段７からの各ロータの位相角をそれぞれ加算してサイン／コサイ
ンの信号を生成し、次にこれら二つのサイン／コサイン信号と複合電流検出手段４からの
複合電流検出値（各相毎に行う）を乗じて積分することによって行うことが出来る。
【００２６】
上記の複合電流検出手段４で検出された複合電流に低次調波成分としてｆｎが混入してい
れば（数２）式および（数３）式の平均値は有限な値を持つ。このときｆｎ以外の周波数
成分を有する電流については（数２）式および（数３）式共にゼロとなる。たとえば複合
電流の内ｆｎの成分をＩとして
Ｉ＝Ｉａ×ｓｉｎ（２πｆｎｔ＋ψｎ）　　　…（数５）
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とすれば、前記（数２）式、（数３）式は下記（数６）式、（数７）式となる。
【００２７】
Ｉａ＝（Ｔ／２）×ｃｏｓ（φｎ－ψｎ）　　…（数６）
Ｉａ＝（Ｔ／２）×ｓｉｎ（ψｎ－φｎ）　　…（数７）
ただし、Ｔ＝１／ｆｎ
φｎ＝位相角
ψｎ＝実位相角
上記（数７）式の値がゼロになるようにφｎをフィードバックすれば必然的にφｎが実位
相角ψｎに一致し、このとき電流振幅は（数６）式から逆算すれば決定できる。
以上の手法を用いることで、一つの低次調波成分の位相角と振幅を求めることができる。
前記の不要周波数の低次調波が複数存在する場合には、それぞれについて演算する。
【００２８】
次に、低次調波発生部２２では、上記の求められた低次調波成分を合算し、下記（数８）
式で示すような補償すべき電流Ｉｃを決定する。
Ｉｃ＝ΣＩ×ｓｉｎ（２πｆｎｔ＋ψｎ）　　…（数８）
次に、低次調波電圧指令パターン部２３は、上記の補償すべき電流Ｉｃ（低次調波電流）
をゼロにする電圧信号を生成する。つまり、上記の電流Ｉｃの逆の電流を流す電圧を生成
すればよい。
【００２９】
図２は、上記のごとき不要周波数演算部２１の機能を模式的に示したブロック図である。
図２において、低次調波周波数検出部４０は、外側ロータ位相角検出手段６と内側ロータ
位相角検出手段７からの各ロータの位相角を入力し、前記図３で示した不要周波数の低次
調波成分を検出する。その信号と積分器４５、４６からの積分出力を加算器４１で加算し
た信号がサイン／コサイン発生部４２へ送られ、サイン／コサインの信号を生成する。次
に、乗算器４３、４４で、これら二つのサイン／コサイン信号と複合電流検出手段４から
の複合電流検出値とを乗算（各相毎に行う）し、それぞれの値を積分器（平均化回路を含
む）４５、４６で一定期間積分し平均化する。この４５、４６の出力は減算器４７でゼロ
との差を求め、バッファ４８を介して加算器４１へ送られてフィードバックされる。これ
によって、一方の積分器の積分結果の平均値がゼロになるように操作し、ゼロになったと
きのその積分器の出力が位相角になり、そのときの他方の積分器の出力が電流振幅になる
。
【００３０】
次に、図４は、本発明の第２の実施例のブロック図である。
この実施例は、不要周波数の演算を図１における不要周波数演算部２１の代わりにバンド
パスフィルタ２７で構成したものであり、その他、図１と同符号は同じものを示す。
図４において、バンドパスフィルタ２７はカットオフ周波数の異なる複数のバンドパスフ
ィルタＢＰＦ１～ＢＰＦ５で構成され、複合電流検出手段４からの電流信号をそれぞれ分
解する。これらのＢＰＦ１～ＢＰＦ５の通過帯域を複数のロータの回転周波数の何れより
も低い周波数で、それぞれ異なる範囲に設定しておけば、不要周波数の低次調波成分を検
出することが出来る。なお、この処理は複合電流検出手段４からの電流信号の各相毎に行
う。以下の処理は図１と同様である。
【００３１】
次に、図５は、本発明の第３の実施例のブロック図である。
この実施例は、不要周波数の除去を電流正側検波部２８、電流負側検波部２９、および振
幅差検出部３０で行うように構成したものである。
電流正側検波部２８は、複合電流検出手段４からの電流信号の正（＋）成分を検出し、電
流負側検波部２９は、複合電流検出手段４からの電流信号の負（－）成分を検出する。そ
して振幅差検出部３０は両者の振幅の差を検出する。なお、上記の処理は各相毎に行う。
前記のように複合型回転電機３の動作に大きな影響を与える電流成分は、低次調波であり
、ゆっくりした変化の波形である。したがって正側成分と負側成分との振幅差がゼロにな
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るように制御してやれば、不要周波数成分を無くすことが出来る。
【００３２】
次に、図６は、本発明の第４の実施例のブロック図である。
この実施例は、不要周波数の除去を電流極性判定部３１と所定値加算部３２で行うように
構成したものである。
図６において、電流極性判定部３１は、複合電流検出手段４からの電流信号の各時点にお
ける極性を判定する。なお、上記の処理は各相毎に行う。所定値加算部３２は上記の極性
が正（＋）のときは＋ａ（ａは所定値であり、例えば電流値の１０％）を加算分とし、上
記の極性が負（－）のときは－ａを加算分として電圧重畳部２４へ送り、上記以外の時、
すなわち電流が０の場合には加算分を０とする。このような加算を行うことにより、不要
周波数成分の除去を行うことが出来る。
【００３３】
なお、これまでの説明では、不要周波数成分のうち複合型回転電機に大きな影響を与える
低次調波成分の除去について説明してきたが、高次調波を除去するように構成することも
出来る。さらに、同様な方法で、高次高調波電圧を重畳することで、モータに発生する高
次の空間高調波（Ｌ、φ）に同期して電流を通電することが可能となるので、電源効率を
さらに向上させることもできる。
【００３４】
また、不要周波数成分の検出演算と、それに基づく電圧信号の生成演算と、基本複合電圧
信号の演算とにおける演算周期を、相互に異なる周期とすることにより、基本複合電圧信
号の演算部の演算負荷を増加させないようにすることが出来る。
【００３５】
また、低次調波成分の除去演算は、周波数が低いので演算周期を長くしても悪影響が生じ
ない。したがって不要周波数成分の検出演算およびそれに基づく電圧信号の生成演算の演
算周期を基本複合電圧信号の演算における演算周期よりも低速にすることにより、演算の
負荷の増加が少ないので、従来のＪＯＢおよびＣＰＵでも問題なく処理できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施例のブロック図。
【図２】第１の実施例における不要周波数成分検出を模式的に示したブロック図。
【図３】第１の実施例における不要周波数成分検出処理のフローチャート。
【図４】本発明の第２の実施例のブロック図。
【図５】本発明の第３の実施例のブロック図。
【図６】本発明の第４の実施例のブロック図。
【符号の説明】
１…コントローラ　　　　　　　　　２…インバータ
３…複合型回転電機　　　　　　　　４…複合電流検出手段
５…ゲート駆動回路　　　　　　　　６…外側ロータ位相角検出手段
７…内側ロータ位相角検出手段　　１１…直流電源
１２…直流リンクコンデンサ　　　　１３…直流電圧検出手段
１４…スイッチング回路　　　　　　１５…外側ロータ
１６…ステータ　　　　　　　　　　１７…内側ロータ
２０…目標複合電圧発生部　　　　　２１…不要周波数演算部
２２…低次調波発生部　　　　　　　２３…低次調波電圧指令パターン部
２４…電圧重畳部　　　　　　　　　２５…三角波発生部
２６…制御信号発生部　　　　　　　２７…バンドパスフィルタ
２８…電流正側検波部　　　　　　　２９…電流負側検波部
３０…振幅差検出部　　　　　　　　３１…電流極性判定部
３２…所定値加算部　　　　　　　　４０…低次調波周波数検出部
４１…加算器　　　　　　　　　　　４２…サイン／コサイン発生部
４３、４４…乗算器　　　　　　　　４５、４６…積分器
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４７…減算器　　　　　　　　　　　４８…バッファ

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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